
特別・企業会計項目 歳入 歳出 歳入歳出差引額 問い合わせ

国民健康保険特別会計 3,372,722,658 3,315,492,237 57,230,421 住民課保険年金担当内 154

介護保険特別会計 3,298,625,192 3,143,404,606 155,220,586 健康増進課介護保険担当内 184

後期高齢者医療特別会計 732,416,313 728,599,625 3,816,688 住民課保険年金担当内 157
水道事業

会計
収益的収支 812,758,974 832,422,682 △ 19,663,708

上下水道課水道業務担当内 248資本的収支 137,651,000 444,694,784 △ 307,043,784
下水道事

業会計
収益的収支 819,284,456 750,574,733 68,709,723

上下水道課下水道業務担当内 248資本的収支 46,805,722 192,485,117 △ 145,679,395

合計 9,220,264,315 9,407,673,784 △ 187,409,469 ー

指標名 比率 早期健全化基準
( 国の基準 )

財政再生基準
( 国の基準 )

実質赤字比率 ー 13.41％ 20.00％
連結実質赤字比率 ー 18.41％ 30.00％
実質公債費比率 9.0％ 25.0％ 35.0％
将来負担比率 91.2％ 350.0％ ー

会計名 比率 経営健全化基準
( 国の基準 )

水道事業会計 ー 20％下水道事業会計 ー

【指標の説明】
実質赤字比率…市町村の一般会計等の赤字
の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示
すものです。
連結実質赤字比率…全ての会計の赤字・黒
字を合算し、市町村全体としての赤字の程
度を示す比率です。
実質公債費比率…市町村の借入金の返済分
等の大きさを指標化し、財政負担を見るた
めの比率です。
将来負担比率…市町村の借入金や将来支払
が見込まれる負債分を指標化し、将来の負
担を示すものです。
資金不足比率…公営企業の事業規模に対す
る資金の不足額の比率を示し、経営状況を
把握するものです。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令和 7年度決算
に係る健全化判断比率等を公表します。
町の令和 7年度決算からの比率は、国の基準である早期健全化基準・
財政再生基準・経営健全化基準を下回っている状況です。

■健全化判断比率

■資金不足比率
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※��実質赤字、連結実質赤字及び資金不足比率は、黒字のため「－ ( 該当なし )」の表示をしています。

特別会計・企業会計の決算

町税…町民税・固定資産税など
地方譲与税…国が徴収した税金の一部が市
町村へ配分されたもの
地方消費税交付金…地方消費税 ( 市町村
分 )が、県から市町村へ交付されたもの
地方特例交付金…国の減税措置によって、
町の税収が不足したことにより国から交付
されたもの
地方交付税…一定のサービスを確保するた
め人口や税収に応じ国から交付されたもの
分担金及び負担金…町が行う特定の事業に
より利益を受けるものが負担したもの
国・県支出金…町が行う事業に対する国・
県からの補助金など
繰越金…前年度の余剰金が繰越されたもの
諸収入…貸したお金の返済金や広告収入など
町債…町の借入金
その他…基金繰入金、使用料及び手数料、
土地売払収入、その他交付金、寄附金など

歳入はどんなもの？

財政健全化判断比率・資金不足比率

※�詳細な決算概要※�詳細な決算概要
は、町 HP で公は、町 HP で公
表しています。表しています。

一般会計

一般会計の歳入決算総額は 209 億 8,655 万 5,707 円で、前年度決算に比べ 21.1％の増、一般会計の歳入決算総額は 209 億 8,655 万 5,707 円で、前年度決算に比べ 21.1％の増、
歳出決算総額は197億7,851万4,630円で、前年度決算に比べ22.1％の増となっています。歳出決算総額は197億7,851万4,630円で、前年度決算に比べ22.1％の増となっています。
問��財政デジタル推進課財政担当財政デジタル推進課財政担当内 414・415414・415 274-1055274-1055
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決算決算を報告しますを報告します

歳出はどんなもの？
議会費…議会の運営等に必要な経費
総務費…町の全般的な管理等にかかる事務
経費など
民生費…住民一人ひとりの一定水準の安定
した生活を保障するための経費
衛生費…住民の一人ひとりが健康で衛生的
な生活が出来るようにするための経費
労働費…失業対策など就業に関する経費
農林水産業費…農林水産業の振興などの経費
商工費…商工業の発展や観光事業のための経費
土木費…道路や公園、住宅などの整備の経費
消防費…消防活動などにかかる経費
教育費…学校教育などにかかる経費
公債費…学校・公園等の公共施設の整備の
資金として借入したお金の元金・利息分を
返済するもの
諸支出金…将来の負担に備え基金へ積み立
てする経費など

特定の事業を行うために一般会計と分けて設置される特別会計には、国民健康保険、介護保険、後特定の事業を行うために一般会計と分けて設置される特別会計には、国民健康保険、介護保険、後
期高齢者医療の各会計があり、他に企業会計として水道事業と下水道事業があります。各会計の決期高齢者医療の各会計があり、他に企業会計として水道事業と下水道事業があります。各会計の決
算概要は次のとおりです。算概要は次のとおりです。
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歳出歳出

前年度比前年度比
+22.1％+22.1％

197億
7,851万
4,630円

民生費（28.89％）民生費（28.89％）
57億 1,385 万 5千円57億 1,385 万 5千円

衛生費（4.55％）衛生費（4.55％）
9億 97万 3千円9億 97万 3千円

労働費（0.01％）労働費（0.01％）
108万 6千円108万 6千円

農林水産費（0.61％）農林水産費（0.61％）
1億 2,054 万 2千円1億 2,054 万 2千円

商工費（0.19％）商工費（0.19％）
3,797 万 1千円3,797 万 1千円

土木費（6.26％）土木費（6.26％）
12億 3,855 万 7千円12億 3,855 万 7千円

消防費（3.65％）消防費（3.65％）
7億 2,246 万 1千円7億 2,246 万 1千円

諸支出金（4.82％）諸支出金（4.82％）
9億 5,282 万円9億 5,282 万円

公債費（6.48％）公債費（6.48％）
12億 8,150 万 3千円12億 8,150 万 3千円

教育費（9.85％）教育費（9.85％）
19億 4,887 万円19億 4,887 万円

議会費（0.78％）議会費（0.78％）
1億 5,335 万 2千円1億 5,335 万 2千円

総務費（33.91％）総務費（33.91％）
67億 652万 6千円67億 652万 6千円

歳入歳入

前年度比前年度比
+21.1％+21.1％

209億
8,655万
5,707円

町税（41.14％）町税（41.14％）
86億 3,279 万 3千円86億 3,279 万 3千円

地方譲与税（0.44％）地方譲与税（0.44％）
9,244 万 8千円9,244 万 8千円

町債（16.26％）町債（16.26％）
34億 1,240 万円34億 1,240 万円

諸収入（1.75％）諸収入（1.75％）
3億 6,817 万 8千円3億 6,817 万 8千円

地方消費税交付金（5.83％）地方消費税交付金（5.83％）
12億 2,318 万 6千円12億 2,318 万 6千円
地方特例交付金（0.21％）地方特例交付金（0.21％）

4,302 万 4千円4,302 万 4千円
地方交付税（0.16％）地方交付税（0.16％）
3,413 万 9千円3,413 万 9千円

分担金及び負担金（0.42％）分担金及び負担金（0.42％）
8,855 万円8,855 万円

繰越金（5.40％）繰越金（5.40％）
11億 3,426 万 6千円11億 3,426 万 6千円

その他（10.47％）その他（10.47％）
21億 9,717 万 3千円21億 9,717 万 3千円

国・県支出金（17.92％）国・県支出金（17.92％）
37億 6,039 万 9千円37億 6,039 万 9千円


